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科学技術創造立国に向けて科学技術創造立国に向けて

第２期第２期 基本計画基本計画

第３期第３期 基本計画基本計画

（平成１８～２２年度）（平成１８～２２年度）

科科

第１期第１期 基本計画基本計画

（平成８～１２年度）（平成８～１２年度）

第 期第 期 本本

（平成１３～１７年度）（平成１３～１７年度）
科
学
技
術
基

科
学
技
術
基

（
平
成
７
年

（
平
成
７
年

基
本
法

基
本
法

制
定
）

制
定
）

●３つの基本理念●３つの基本理念

第３期は？第３期は？
第１、２期基本計画により、基礎固めは

第３期は？第３期は？
第１、２期基本計画により、基礎固めは

●政府研究開発投資の拡充

期間内の科学技術関係経費

●政府研究開発投資の拡充

期間内の科学技術関係経費

●３つの基本理念
・新しい知の創造
・知による活力の創出
・知による豊かな社会の創生

●政策 柱

●３つの基本理念
・新しい知の創造
・知による活力の創出
・知による豊かな社会の創生

●政策 柱

第１、２期基本計画により、基礎固めは
進んだが、世界の頭脳競争は激化
第１、２期基本計画により、基礎固めは
進んだが、世界の頭脳競争は激化

資源のない日本は

“ 知恵”
期間内 科学技術関係経費

総額の規模は１７兆円

●新たな研究開発システム
の構築

期間内 科学技術関係経費

総額の規模は１７兆円

●新たな研究開発システム
の構築

●政策の柱
・戦略的重点化
－基礎研究の推進

－重点分野の設定

●政策の柱
・戦略的重点化
－基礎研究の推進

－重点分野の設定

“知恵”
で生きていくしかない

・競争的研究資金の拡充
・ポストドクター１万人計
画

・競争的研究資金の拡充
・ポストドクター１万人計
画

重点分野の設定
・科学技術システム改革

－競争的研究資金倍増
－産学官連携の強化 等

総額規模は２４兆円

重点分野の設定
・科学技術システム改革

－競争的研究資金倍増
－産学官連携の強化 等

総額規模は２４兆円

★創造性豊かな人材
★有限な資源を活用し､最大限
の成果を生み出す仕組み

・産学官の人的交流の促進
・評価の実施

等

・産学官の人的交流の促進
・評価の実施

等

・総額規模は２４兆円
・５０年間でノーベル賞受賞者

３０人程度

・総額規模は２４兆円
・５０年間でノーベル賞受賞者

３０人程度

の成果を生み出す仕組み
－ これらを如何に作るか？
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第３期科学技術基本計画（平成１８～２２年度）の概要第３期科学技術基本計画（平成１８～２２年度）の概要

○基本姿勢
①社会 国民に支持され 成果を還元する科学技術

基 本 理 念

①社会・国民に支持され、成果を還元する科学技術
②人材育成と競争的環境の重視

○科学技術の政策目標の明確化
○政府研究開発投資

政府研究開発投資の総額規模約２５兆円 （計画期間中の対GDP比1%、GDP名目成長率3.1%を前提）

○基礎研究の推進
○政策課題対応型研究開発における重点化

科学技術の戦略的重点化

政策課題対 研究開発 おける 点
重点推進4分野(ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ、情報通信、環境、ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・材料)、推進4分野(ｴﾈﾙｷﾞｰ、ものづくり技術、社会基盤、ﾌﾛﾝﾃｨｱ)
分野別推進戦略

科学技術システム改革

○個々の人材が活きる環境の形成
○大学の人材育成機能の強化
○社会のニーズに応える人材の育成
○次代の科学技術を担う人材の裾野の拡大

１．人材の育成、確保、活躍の促進
○競争的環境の醸成
○大学の競争力の強化
○イノベーションを生み出すシステムの強化
○地域イノベーション・システムの構築と活力ある地域づくり

２．科学の発展と絶えざるイノベーションの創出

○国際活動の体系的な取組

○次代の科学技術を担う人材の裾野の拡大 ○地域イノベ ション システムの構築と活力ある地域づくり
〇研究開発の効果的・効率的推進
〇円滑な科学技術活動と成果還元に向けた制度・運用上の隘路の解消

○優秀な人材の育成・活用を支える研究教育基盤の構築
○先端大型共用研究設備の整備・共用の促進
○知的基盤の整備

３．科学技術振興のための基盤の強化

４．国際活動の戦略的推進

○アジア諸国との協力
○国際活動強化のための環境整備と
優れた外国人研究者受入れの促進

○知的基盤の整備
○知的財産の創造・保護・活用
〇公的研究機関における研究開発の推進
〇研究情報基盤の整備、学協会の活動の促進

社会・国民に支持される科学技術
○科学技術が及ぼす倫理的・法的・社会的課題への責任ある取組
○科学技術に関する説明責任と情報発信の強化
○科学技術に関する国民意識の醸成
○国民の科学技術への主体的参加の促進

社会・国民に支持される科学技術

○司令塔機能の強化
・政府研究開発の効果的・効率的推進
・制度・運用上の隘路の解消

総合科学技術会議の役割
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人材の育成、確保、活躍の促進

多様な研究者の活躍の促進多様な研究者の活躍の促進
（女性・外国人・高齢研究者）（女性・外国人・高齢研究者） 世界トップクラス

の研究者

個々人が活きる環境の形成と
一貫した人材育成

若手研究者の若手研究者の
自立支援自立支援

研究者

・・・・自立して活躍できる仕組み

科学技術人材の
質と量を確保

大学の教育の大学の教育の
質の向上質の向上

・・・

・・・

技能者

・・・

・自立して活躍できる仕組み
・研究資金配分の向上

次代を担う人材の次代を担う人材の
裾野の拡大裾野の拡大

大学院

技能者

技術者

・知的好奇心に溢れた子どもの育成

・５か年の取組計画
・博士課程在学者への支援

大学

大学院

知的財産人材
技術経営人材

・知的好奇心に溢れた子どもの育成
・才能ある子どもの伸長

科学技術
ｺﾐｭﾆｹｰﾀ

中学校

高等学校

社会のニーズに社会のニーズに
応える人材の育成応える人材の育成

技術経営人材

小学校

中学校
・長期インターンシップなど産学協働の人材育成
・技術経営人材、科学技術コミュニケータ等の育成
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科学技術関係人材の養成・確保のための具体的な取組み
（科学技術関係人材総合プラン2008の主な施策）

１,１１２億円 （７２５億円）
大学 お る 材育成

（２）大学における人材育成機能の強化と（２）大学における人材育成機能の強化と
産学が協働した人材育成産学が協働した人材育成

１１５億円 （８７億円）
○理数好きな子どもの裾野の拡大

（１）次世代を担う若者への理数教育の充実（１）次世代を担う若者への理数教育の充実

○大学における人材育成
・大学院教育改革支援プログラム 86億円（35億円）
・グローバルＣＯＥプログラム 470億円（158億円）
○産学が協働した人材育成
産学連携 る実践型人材育成事業 9億 （5億 ）

○理数好きな子どもの裾野の拡大

・理科支援員等配置事業 30億円（20億円）

・理科教育等設備整備費補助 20億円（13億円）
○理数に興味･関心の高い生徒・学生の個性・能力の伸長
ス パ サイエンスハイスク ル 16億円（14億円） ・産学連携による実践型人材育成事業 9億円（5億円）

・先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム
9億円（8億円）

・地域産業の担い手育成プロジェクト 11億円（4億円）

・スーパーサイエンスハイスクール 16億円（14億円）
・未来の科学者養成講座 2億円（新 規）
・国際科学技術コンテスト支援 4億円（3億円）
・理数学生応援プロジェクト 3億円（0.5億円）

○女性研究者の活躍促進

（３）イノベーション創出の担い手となる若手・女性研究者等への支援の強化３）イノベーション創出の担い手となる若手・女性研究者等への支援の強化

○若手研究者等の活躍促進
１,０２９億円 （７５５億円）

○女性研究者の活躍促進

・女性研究者支援モデル育成（振興調整費） 14億円（8億円）
・女子中高生の理系進路選択支援事業0.3億円（0.3億円）
・出産・育児による研究中断からの復帰
支援（特別研究員事業） 4 4億円（2 6億円）

・若手研究者挑戦支援フェローシップ 30億円（新 規）

・イノベーション創出若手研究人材養成（振興調整費）
30億円（新 規）

若手研究者の自立的研究環境整備促進（振興調整費） 支援（特別研究員事業） 4.4億円（2.6億円）
○外国人研究者の活躍促進

・外国人研究者の招へい促進 65億円（68億円）

（４）科学技術に関する理解と意識の醸成（４）科学技術に関する理解と意識の醸成

・若手研究者の自立的研究環境整備促進（振興調整費）
84億円（50億円）

（４）科学技術に関する理解と意識の醸成（４）科学技術に関する理解と意識の醸成

・地域の科学舎推進事業 10億円（8億円）
・国立科学博物館 49億円（32億円） ・日本科学未来館 29億円（29億円）

１０７億円 （８７億円）

5



若 究 パ2．若手研究人材のキャリアパスの問題

①ポ ド タ 等 状①ポストドクター等の現状
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平成１８年度現在、博士課程在学者数は、７５，３６５人である。
また 平成３年から平成１２年までの９年間で 大学院在学者数は２倍超とな ている

大学院在学者数の推移大学院在学者数の推移

また、平成３年から平成１２年までの９年間で、大学院在学者数は２倍超となっている。

( )在学者数 推移(3)在学者数の推移

8,305 7,429

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000

S35 15,734

（各年度５月１日現在）

16,771

27,714

33,560

35,781

48,147

11,683

13,243

14,904

18,211

21,541

S35
S40
S45
S50
S55
S60

修士課程

博士課程

専門職学位課程

28,454

40,957

48,464

53,992

69,688,

61,884

68,739

76,954

86,891

99,449

,

28,354

29,911

32,154

35,469

39,303

S60
Ｈ2
Ｈ3
Ｈ4
Ｈ5
Ｈ6

専門職学位課程90,238

109,108

122,360

138,752

98,650

109,649

115,902

119,406

123,255

132,118

43,774

48,448

52,141

55,646

59,007

Ｈ6
Ｈ7
Ｈ8
Ｈ9
Ｈ10
Ｈ11

153,423

164,350

171,547

178,901

191,125

9年間で2倍超

142,830

150,797

155,267

159,481

162,712

62,481

65,525

68,245

71,363

73,446

645

7,866

Ｈ11
Ｈ12
Ｈ13
Ｈ14
Ｈ15
Ｈ16

205,311

216,322

223,512

231,489

244,024

出典：学校基本調査

164,551

165,525

74,909

75,365 20,159

15,023

Ｈ16
Ｈ17
Ｈ18

254,483

261,049
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博士課程の修了者数は年々増加しており 平成１８年では 15 973人となっている

大学院（博士課程）の修了者数等の推移大学院（博士課程）の修了者数等の推移

博士課程の修了者数は年々増加しており、平成１８年では、15,973人となっている。

（２）博士課程

15 286
15,973

18,000

15,286

10 974

12,192 12,375

13,179
13,642

14,512

15,160

12 000

14,000

16,000

4,216

(26%)

3,727

(31%)
2,611

2,939

(27%)

4,213

(34%)

4,541

(34%)

4,609

(34%)

5,062

(35%)

3,916

(26%)

3,950

(26%)

7,366
8,019

8,968

9,860

10,974

8,000

10,000

12,000

9,167

(57%)

4 842 5 019 5 634 6,201 6,680

(61%)

7,120

(58%)
6,914

(56%)

7,465

(57%)

7,699

(56%)

7,898

(54%)

8,557

(56%)

8,746

(57%)

1,639

(22%)

2,014

(25%)

2,253

(25%)
(26%)

(27%)

4,000

6,000

4,842

(66%)
5,019

(63%)

5,634

(63%) (63%) (61%) (58%) (56%) (57%)

0

2,000

H6.3 H7.3 H8.3 H9.3 H10.3 H11.3 H12.3 H13.3 H14.3 H15.3 H16.3 H17.3 H18.3

就職者数 その他 修了者数

出典：学校基本調査
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ポストドクターの人数は、平成１７年度実績で、１５，４９６人である。
その多くは 国立大学法人又は独立行政法人に在籍している

ポストドクター等の在籍機関別内訳ポストドクター等の在籍機関別内訳

その多くは、国立大学法人又は独立行政法人に在籍している。

公益法人, 310, 2%

国立試験研究機関, 170, 1%

公設試験研究機関, 51, 0%

民間企業, 32 , 0%0.2%

2.0%

0.3%

1.1%

独立行政法人, 5,371 , 35%
　　国立大学法人, 7,196, 48%46.4%

34.7%

　　大学共同利用機関, 627, 4%

　私立大学, 1,574, 10%
　　公立大学, 165, 1%1.1%

4.0%

10.2%

出典：大学・公的研究期間等におけるポストドクター等の雇用状況調調査 －平成１8年度調査－

2007年6月 科学技術政策研究所／文部科学省 9



ライフサイエンス分野（生物学、農学、医歯薬学等）が約４割を占める。

ポストドクター等の分野別比率ポストドクター等の分野別比率

不明, 209, 1.4%その他, 1751,

11.8%

人文 社会 1218

ライフサイエンス,

6042, 40.7%

人文・社会, 1218,

8.2%
フロンティア, 441,

3 0%

製造技術

3.0%

社会基盤, 476,

3.2%

製造技術, 248,

1.7%

情報通信
エネルギー, 527,

ナノ・材料, 2091,

14.1% 環境, 794, 5.3%

情報通信, 1057,

7.1%
3.5%

合計：14,854人

出典：大学・公的研究期間等におけるポストドクター等の雇用状況調調査 －平成１７年度調査－

2006年8月 科学技術政策研究所／文部科学省 10



ポストドクター等の年齢構成割合ポストドクター等の年齢構成割合

ポストドクター等のうち、３５歳以上が約３割を占める。

＜ 全 体 ＞

クタ 等 う 、 歳以 約 割を占 。

４０歳以上
10.3%

不明
0.5%

＜ 全 体 ＞

（参考：理学分野）

２９歳以下
25.7%

３５～３９歳
２９歳以下

27 2%

４０歳以上

8.1%

不明

0.6%

３５ ３９歳
17.8%

27.2%
３５～３９歳

15.9%

３０～３４歳
45 8%

３０～３４歳

48.2%

45.8%

出典：大学・公的研究期間等におけるポストドクター等の雇用状況調調査 －平成１8年度調査－

2007年6月 科学技術政策研究所／文部科学省
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半数近くのポストドクターが、競争的資金などの外部資金で雇用されている。

ポストドクター等の雇用財源別内訳ポストドクター等の雇用財源別内訳

半数近くのポストドクタ が、競争的資金などの外部資金で雇用されている。

科学研究費補助金, 958,
6.4%

２１世紀ＣＯＥプログラム,
1436, 9.7%雇用関係なし・その他,

813, 5.5%

運営費交付金・その他
の財源, 4929, 33.2% 戦略的創造研究推進事

業 1231 8 3%

8 3, 5 5%

競争的資金・その他
の外部資金雇用

科学技術振興調整費,

業, 1231, 8.3%

43.1 %

その他競争的資金, 490,
3.3%

464, 3.1%

フェローシップ・国費留学
生等, 2705, 18.2%

奨学寄附金, 256, 1.7%

競争的資金及び奨学寄
附金以外の外部資金, 合計 14,854

（単位 人）

出典：大学・公的研究期間等におけるポストドクター等の雇用状況調調査 －平成１７年度調査－

2006年8月 科学技術政策研究所／文部科学省

1572, 10.6%
（単位 ： 人）
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若手研究者の能力に対する評価

 
低い　←　　　　評価　　　→　　　　高い

専門分野の知識
基礎的な知識

-80 -60 -40 -20 0 20 40 60 80

探究心

課題解決能力

論理性

礎 識

協調性

計画性

バランス感覚・俯瞰的能力

粘り強さ

競争心

社会常識

国際性

課題設定能力

創造性

一般教養

全体［N=1024］課題設定能力 全体［N=1024］

注）各項目について、｢非常に高い｣という回答割合（％）に2、｢高い｣という回答割合（％）に1、｢低い｣という回
答割合（％）に-1、｢非常に低い｣という回答割合（％）に－2をそれぞれ乗じて、これらを合計したもの。

出典：我が国の研究活動の実態に関する調査報告 （平成１７年度調査） 2006年12月 文部科学省
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◆ポストドクターの８割超が、期間終了後の次のポスト獲得を「難しい」と感じている。

ポストドクター期間終了後の就職難易ポストドクター期間終了後の就職難易

◆ポストドクタ の８割超が、期間終了後の次のポスト獲得を 難しい」と感じている。

あなたは ポストドクタ 期間終了後に次のポストを獲得することの難易について どのような見通あなたは、ポストドクター期間終了後に次のポストを獲得することの難易について、どのような見通
しを持っていますか。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

36.1% 49.7% 8.3% 3.8%

2 2%

2.1%

2 2%

全体(N=338)

30.8% 58.2% 6.6%

3.4%

2.2% 2.2%

1.7%

25～29歳(N=91)

39.1%

34 4%

48.6%

42 2%

7.3%

14 1% 7 8%
1.6%

30～34歳(N=179)

35歳以上(N=64) 34.4% 42.2% 14.1% 7.8%35歳以上(N=64)

極めて難しい 難しい あまり難しくない 難しくない 無回答極めて難しい 難しい あまり難しくない 難しくない 無回答

出典：主要な科学技術関係人材育成関連プログラムの達成効果及び問題点

2005年3月 科学技術政策研究所／(株)三菱総合研究所
14



ポストドクターのうち、「民間企業に就職したい」と思う者は、全体の４分の１である。

民間企業に就職したいと思うか（ポストドクター）民間企業に就職したいと思うか（ポストドクター）

あなたは民間企業に就職したいと思いますか。

4.1% 21.0% 35.5% 25.1% 13.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=338)

5 5% 24 2% 38 5% 22 0% 9.9%25～29歳(N=91) 5.5% 24.2% 38.5% 22.0% 9.9%25 29歳(N 91)

歳( ) 3.4% 23.5% 34.6% 21.2% 16.8%30～34歳(N=179)

4.7% 9.4% 31.3% 42.2% 12.5%35歳以上(N=64)

非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答

出典：主要な科学技術関係人材育成関連プログラムの達成効果及び問題点

2005年3月 科学技術政策研究所／(株)三菱総合研究所 15



我が国の博士号取得者のうち、営利企業に雇用されている者の割合は、米国と比べ低くなっている。

日米の博士号取得者の雇用部門別分布日米の博士号取得者の雇用部門別分布

我が国の博士号取得者のうち、営利企業に雇用されている者の割合は、米国と比 低くなっている。

51 .4%

60 .0 %

日本

米国

日本：n =  4 ,6 11人、米国：n =  553 .4千人

43 .4%

40 .0 %

50 .0 %
米国

33 .6%

30 .0 %
割
合

16 .9% 17 .2%

9 .5% 9 .4 %

5 0%5 .5 %
10 .0 %

20 .0 %

1 .6%
3 .4%

0 .0 % 0 .3%

5 .0%
2 .8 %

0 .0 %

４年制大学 短大等 営利企業 自営業 非営利機関 その他

教育機関 産業界 行政機関

雇用部門

＊「産業界の保健医療関係」は，「営利企業」「自営業」と回答したものを含めて全て「非営利」に区分

出典：「日本の博士号取得者の活動実態に関するアンケート調査」
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資本金規模が大きい企業ほど、博士課程修了者を採用している割合が大きい。

博士課程修了者の研究開発者としての採用実績博士課程修了者の研究開発者としての採用実績

4 6 5 3 31 9 21 8 36 4全 体(789)

毎年必ず採用している ほぼ毎年採用している 採用する年もある

ほとんど採用していない 全く採用していない

4.6

5.2

5.3

6.3

31.9

32.9

28 2

21.8

21.5

23 1

36.4

34.1

45 51 9

1.3

全 体(789)

製造業(633)

非製造業(156) 28.2

22.1

23.1

21.8

45.5

52.9

1.9

0.9

3.3

2.3

非製造業(156)

資本金10～ 50億円(344)

5.1 8.4

32.7

45.3

24.7

22.4

39.3

18.7

0.0
資本金 50～ 100億円(150)

資本金 100～ 500億円(214)

27.2 13.6 37.0 14.8 7.4

0 20 40 60 80 100

資本金500億円以上(81)

括弧内の数字は有効回答数 　　　　　　　　　　有効回答に対する割合 [％ ]括弧 数 有効回答数 有効回答 対す 割合 [ ]

出典：平成１７年度民間企業の研究活動に関する調査報告 2006年1１月 文部科学省
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◆研究機関が、自機関で雇用しているポスドクの人数を、必ずしも把握できていない現状がある。

◆ポストドクター等の若手研究人材が、多様なキャリアパスへ進むための組織的な支援や環境整備が行われ
ていないのが現状ていないのが現状。

研究機関におけるポスドクの人数の把握状況研究機関におけるポスドクの人数の把握状況研究機関におけるポスドクの人数の把握状況研究機関におけるポスドクの人数の把握状況 若手研究者のキャリアパス多様化のため若手研究者のキャリアパス多様化のため
に組織として取り組んでいるかに組織として取り組んでいるか

その
他・無
回答,

そ 他

研究職とし
て組織内

非研究職
として組織
内の配置
転換, 3%

全体を
把握,
42%

把握せ
ず 18%

回答,
13%

その他, 7%て組織内
の配置転
換, 6%

組織とし
ての取
組はして

組織外へ
の出向,

一部把
握 27%

ず, 18%

次の就職
先の斡旋,
13%

組はして
いない,
60%

11%

握, 27%

出典：文部科学省調べ 出典：科学技術政策研究所「主要な科学技術関係人材育成関連 プログラムの達成効果及び問題点」
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2 若手研究人材のキャリアパスの問題2．若手研究人材のキャリアパスの問題

②人材委員会提言及び第３期科学技術基本計画（抄）②人材委員会提言及び第３期科学技術基本計画（抄）
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科学技術･学術審議会人材委員会

「多様化する若手研究人材のキャリアパスについて（検討の整理）」
（平成 年 月 ）（抜粋）

ポストドクターは我が国の研究活動の活性化の原動力と

（平成１７年７月２０日）（抜粋）

ポストドクターは我が国の研究活動の活性化の原動力と
なっている一方、その後のキャリアパスが不透明。社会の
多様な場における博士号取得者の活躍促進も、期待感は場
あるものの、明確なキャリアパスが開かれていない。優秀
な人材が博士課程へ進まなくなる懸念があり、ポスドク等
のキャリアパスの問題に対して早急な対応が必要のキャリアパスの問題に対して早急な対応が必要。

キャリアパスに関する問題については 画一的な方策のキャリアパスに関する問題については、画一的な方策の
みによっては解決することが難しい。直面する課題への速
やかな対処という観点と、１０年・２０年先を見通した人材
養成という観点の双方を踏まえ、「博士課程を修了したら
全員が大学の研究者になるのが当然」という価値観に縛
られず 実効性ある施策の実施に向けた改革に期待られず、実効性ある施策の実施に向けた改革に期待。

20



第３期科学技術基本計画（抄）

②若手研究者の自立支援

なお ポストドクタ 等１万人支援計画が達成され ポスなお、ポストドクター等１万人支援計画が達成され、ポス
トドクターは今や我が国の研究活動の活発な展開に大き
く寄与しているが ポストドクタ 後のキャリアパスが不透く寄与しているが、ポストドクター後のキャリアパスが不透
明であるとの指摘がある。このため、研究者を志すポスト
ドクターは自立して研究が行える若手研究者の前段階とドクタ は自立して研究が行える若手研究者の前段階と
位置付け、若手研究者の採用過程の透明化や自立支援
を推進する中でポストドクター支援を行う。

また、ポストドクターに対するアカデミックな研究職以外
の進路も含めたキャリアサポートを推進するため、大学や、
公的研究機関の取組を促進するとともに、民間企業等と
ポストドクターの接する機会の充実を図る。
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2 若手研究人材のキャリアパスの問題2．若手研究人材のキャリアパスの問題

③文部科学省の取組③文部科学省の取組
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科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事業科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事業

科学技術と社会の関わりが深化・多様化する中 大学 大学・企業・学協会等がネットワークを形成し 企業等と若手研究人

背景・課題 事業趣旨

平成２０年度概算要求額：409百万円
（平成１９年度予算額）：417百万円

科学技術と社会の関わりが深化・多様化する中、大学
等の研究機関以外の場において博士号取得者等の
専門性を有する人材を活用することの重要性が高まっ
ている。

大学 企業 学協会等がネットワ クを形成し、企業等と若手研究人
材の「出会いの場」の創出や、キャリアガイダンス、派遣研修等の能
力開発、キャリアパス多様化に係る意識の醸成など、組織的な取組
と環境整備を行う「科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事
業」を引き続き実施する。業」を引き続き実施する。
※各機関の事業期間は３年間

博士＝大学の研究者という概念を超え、
社会の多様な場における人材活用を促進

技術経営 産学官連携

知的財産部門

公的 究機関

大学起業
民間企業研究職

地域の拠点同士がネットワークを形成
（連絡協議会の設置）

社会の多様な場における人材活用を促進

若手研究人材の多様なキャリアパスを切
り開くための支援・環境整備を実施

技術経営 産学官連携 公的研究機関

ベンチャー
キャピタル

科学技術
コミュニケーター

小・中・高等
学校教員

金融機関

行政機関

多様なキャリアパス

ポスドクによる企業向け
プレゼンのセッション

ベンチャー企業等の
合同採用説明会

多様なキャリアパス

ＮＰＯ
企業・科学館等への
派遣型研修

キャリア設計の
ガイダンス、研修

学協会 民間企業

大学等
研究機関

行政
企業と人材のマッチング

研究指導者等の
意識啓発等の環境整備

全国的な機運醸成に向けて、
個々の取組成果を生かしつつ、意識啓発等の環境整備

若手研究人材の支援や環境整備に取り組む機
関同士が連携、公募提案を行う

全国の産学官の関係者を集めた
「出会い」の機会の創出や、
情報発信等を展開
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成 年採択

科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事業科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事業 採択機関一覧採択機関一覧

＜平成１８年採択＞
・北海道大学 「北海道大学基礎科学人材社会活躍推進計画」
・東北大学 「高度技術経営人財活用プラン」
（独）理化学研究所 「キャリアサポ ト事業」・（独）理化学研究所 「キャリアサポート事業」
・早稲田大学 「知的資産活用・産学連携型－科学技術関係人材キャリアパス

多様化促進計画」
名古屋大学 「博士学位取得者に対するノン リサ チキャリアパス支援事業」・名古屋大学 「博士学位取得者に対するノン・リサーチキャリアパス支援事業」
・大阪大学 「プロジェクト活用型科学技術キャリア創生モデル事業」
・山口大学 「産学協働型OJTを核としたキャリア形成維新プラン」
・九州大学 「キャリア多様化・若手研究者活躍プラン 博士キャリアの社会浸透・九州大学 「キャリア多様化・若手研究者活躍プラン―博士キャリアの社会浸透

を目指して―」

＜平成１９年採択＞＜平成１９年採択＞
・（独）産業技術総合研究所 「筑波研究学園都市を中心としたイノベーション人材創出モデルの

確立」
・（社）日本物理学会 「物理学の資質を持つ人材活用のためのキャリアパス開発全国（社）日本物理学会 物理学の資質を持 人材活用のためのキャリア ス開発全国

展開」
・東京農工大学 「東京農工大学キャリアパス支援センター事業」
・京都大学 「京都大学若手研究人材キャリアパス多様化計画」
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＜取組例＞＜取組例＞ 北海道大学北海道大学 基礎科学基礎科学SS--cubiccubic プログラムプログラム

相互理解相互理解相互理解相互理解
意識改革意識改革

北大連合同窓会

大学（組織、指導教員）
研究者
企業（採用担当者）

意識調査
対象：若手研究者
ＰＤ，ＤＣ，
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○ 資源に乏しい我が国を、人材立国として発展させ、国際競争力を向上させるためには、
学技術 急速な 知 専 細 応 き 専 性

大学院教育改革支援プログラム 平成19年度予算額 35億円（新 規）

・科学技術の急速な発展による、知の専門化・細分化に対応できる、深い専門性
・新たな学問分野や急速な技術革新に対応できる、幅広い応用力
を持つ人材を養成することが必要不可欠。
○ また、これまでは自前で人材育成を行ってきた我が国の産業界からも、
高度な専 的知識と企 力をあわ もち ダ プをとれる 戦力となる 材が求められ る

大学院の人材養成
機能への期待が増大

高度な専門的知識と企画力をあわせもち、リーダーシップをとれる、即戦力となる人材が求められている。

○ 一方、現状では、大学院の量的整備や制度の柔軟化は行われてきたものの、従来からの徒弟制度的教育が主流
であり、産業界をはじめとする社会の幅広い分野で活躍する人材の養成機能が十分ではない。

「新時代の大学院教育」中教審答申を踏まえ 大学院教育振興施策要綱を策定（３月30日）

教育の質の向上が不十分のままでの量的拡大では、十分
な効果をあげられれない・・。

「新時代の大学院教育」中教審答申を踏まえ、大学院教育振興施策要綱を策定（３月30日）

教育の組織的展開を強力に推進するため、制度改正（大学院設置基準の改正）を行うとともに、大学院（博士課
程、修士課程）における優れた組織的・体系的な教育の取組を支援する。

大学院設置基準の改正（平成19年４月施行） ◆対象：博士課程、修士課程を置く専攻

優れた取組への支援優れた取組への支援

院設置 準 改 （ 成 年 月施行）

・各大学院における人材養成目的等の教育研究
上の目的の明確化・公表
・教育目的達成のための体系的な教育課程の編成
・各大学における組織的な教育活動の実施とその
ための教員の研修 研究（ Ｄ）の実施

◆対象：博士課程、修士課程を置く専攻
◆公募の範囲：全分野 ◆期間 ：３年間
◆審査：専門家、有識者による第三者評価委員会
◆審査の視点：人材養成に関する取組計画の実現性(将来性)

① 各課程の目的に沿った体系的な教育課程の編成
ための教員の研修・研究（ＦＤ）の実施
・成績評価基準等の明示

① 各課程の目的に沿った体系的な教育課程の編成
② 教育研究活動の特色
③ 教員による教育・研究指導方法
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イノベーション創出若手研究人材養成プログラム（科学技術振興調整費）

文部科学省目的

平成20年度概算要求額：３０億円（新規）
実施機関：１５件程度

イノベーション創出の中核となる若手研究者等が、狭い学問分野の専
門能力だけでなく、国内外の多様な場で創造的な成果を生み出す能力
を身につける人材養成システムを構築する。

文部科学省

協働 協働

委託

目的

海外の企業等企業等
大学等

実践プログラム

作成 作成

実践プログラム

事業の概要

若手研究者等が海外や異分野・融合領域において挑戦する場を設定。

複数の大学等の連携の
もとセンター機能を構築

【人材養成実践プログラムのポイント】
・海外を含む企業、研究機関等での挑戦的な研究開発を実践

実践プログラム
異分野・融合領域での
研究や技術開発

実践プログラム
海外での研究開発
プロジェクト実践

若手研究者等 海外 異分野 融合領域 お 挑戦す 場を設定。

大学等と国内外の企業等が協働して、研究開発プロジェクトや共
同研究など、実践プログラムを開発・提供。

・異分野・融合領域への挑戦、「異との交流」の促進
各大学等において、若手研究者等が特定の学問分野にとらわれない
幅広い知見・経験を身につけ得る人材養成システムを基盤として構築。
その上で、意欲ある若手研究者等を選抜。

対象者：若手研究者等（博

意欲と能力のある若手研究者等を競争的に選抜

地域における大学間等の連携や学外からの参加も可能。

対象者 若手研究者等（博
士課程（後期）学生、
ポストドクター）

幅広い知見・経験、コミュニケーション能力等を
育成する基盤となる人材養成システム費用の使途

効 果

育成する基盤となる人材養成システム費用の使途

１機関２億円を上限、プログラム開発費、プログラム参加費、
ポスドクの場合は雇用経費（最長１年３００万円～４００万円程度）、運営経費 等

若手人材、大学、企業等に対し、それぞれの役割に応じた人材養成のためシステム改革・意識改革を促す仕組みを構築
－若手研究者：自らの殻を破り、挑戦する意識を醸成する。
－大学等：多様かつ競争力のある「出る杭人材」を養成するシステムを構築。
－企業等：産業界のニーズを直接反映するなど人材養成への積極的参画を促すシステムを構築。 27



若手研究人材の育成 課題と方向性（その１）

○若手個人○若手個人
・基礎力＋専門力＋思考力
・異分野・融合領域、広い視野、「殻」を破る

○教員・指導者
・人材育成の責務 ～ 社会に有用な人材
・魅力的な教育環境と人材の質的保証

○大学・研究機関
・組織としての問題把握と対応
（大学院教育の改革、キャリアパス支援、産業界との連携等）

○産業界
・大学教育への協力・関与、実践機会の提供
優秀な博士人材 発掘 採用 処遇・優秀な博士人材の発掘・採用・処遇

○政府
プ グ・教育改革プログラムへの支援

・大学、産業界等の連携による支援システム・体制作り
28



若手研究人材の育成 課題と方向性（その２）

●教育システム
・「思考・研究プロセス」の教育徹底
（JCII人材育成分科会長出口尚安氏）
・博士定員の検証 ～ 分野別の人材需給の視点

●研究システム
・研究費制度 若手育成の計画・実績の審査・評価
・研究指導者としての責務と制度化

●支援システム
・博士学生に対する経済的支援
・キャリア支援のための基盤整備（情報・機会提供）
・「殻」を破る機会の提供
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